こうち産業振興基金による支援事業計画
１　高知県の産業振興政策におけるこうち産業振興基金の位置づけ 

本県では、平成19年度に県内の製造業等の振興を図り、より豊かで活力のある県民生活を実現するため、高知県の産業が目指すべき方向性と今後重点的に取り組む施策を明確化した「高知県産業振興ビジョン」（以下「ビジョン」という。）を策定し、ビジョンの内容を含む「高知県産業振興計画」を平成21年度に策定、その「第２期高知県産業振興計画」（以下「産業振興計画」という。）を平成24年度に策定した。
ビジョンにおいては、本県産業の目指すべき方向性を、「地域の強みを活かした産業群の形成」と「競争力強化に向けた取り組み」を設定し、本県産業の活力を将来にわたって維持・発展させていくこととし、以下の項目を本県に地域の強みのある固有の技術、豊かな地域資源と位置付けている。
また、産業振興計画においては、「これまでの取り組みを定着、さらに成長・発展させて、より大きな動き、大きな産業を目指す」「将来に大きな可能性を秘めている分野に挑戦し、新たな産業集積の形成を目指す」「産業振興の取り組みをより地域に広げる」という３つの視点をもって、計画を進化させ、腰を据えて継続的な取り組みを行うとともに、より高いレベル、より広がりのある産業振興を目指して、以下の項目を重点施策として更なる挑戦をしているところである。


さらに、平成25年３月に行った産業振興計画の改訂においては、本県製造業の競争力強化のために力強いものづくり産業への体質強化を図ることが強調された。
「こうち産業振興基金」は、産業振興計画の重点施策に推進に向けた支援策の一環として位置づけられるものであり、産業振興計画の目標を実現するための重要なツールとして、本県に地域の強みのある固有の技術、豊かな地域資源を活かした取り組み、地域でこれまで取り組んできた研究成果を活かした取り組み及びものづくり企業の競争力強化の取り組み等に対して支援を行うものとする。
なお、こうち産業振興基金の管理運営者は、公益財団法人高知県産業振興センター（以下「センター」という。）とする。
２　支援重点分野
ビジョン及び産業振興計画を実現するために重点的に実施する施策とされている項目のうち、中小企業の経営革新等により推進することが可能な次の施策を支援重点分野とする。
（１）地域資源を活用した新たな食品や木材加工産業等の振興 

本県に強みのある農林水産品等を活かし、より付加価値の高い競争力のある製品づくりやブランド化等に取り組む中小企業者等の活動を促進し、地域産業の自立を図る。
（２）建設業の新分野支援 

新しい分野への進出や、新技術・新製品の開発により経営体質に取り組む建設事業者の活動を促進し、地域産業の自立を図る。
（３）研究成果を活かした事業化支援 

地域でこれまで取り組んできた研究成果を活かし、今後成長が見込まれる産業分野で事業化に向けた中小企業等や産業支援機関等の取り組みを支援することで、県内産業の産業群の広がりを目指し、地域産業の自立を図る。
（４）ものづくり企業の競争力強化支援
　　　　新商品開発、販路開拓等の新たな取り組みを行い、付加価値等の向上を目指すものづくり企業を支援することで、県内企業の競争力の維持・強化を図る。
３　助成対象者
助成対象者は以下のとおりとする。 

（１）高知県内において主たる事業所を有する中小企業者及び高知県内で創業する起業家並びにそれらを含むグループ（以下「中小企業者等」という。） 

（２）（１）を支援する事業を行うセンター、高知県内の大学・高等専門学校等教育機関及び試験研究機関等で知事が認める産業支援機関（以下「産業支援機関等」という。）
（３）中小企業者等以外の者で高知県内において自ら事業を行う者として知事が認めたＮＰＯ等の団体や個人（以下「ＮＰＯ等」という。） 

４　助成対象の選定・支援方法 

助成選定事業の選定・支援方法については、次のとおりとする。
（１）助成対象の選定 

こうち産業振興基金の管理運営者であるセンターにおいて公募を行う（センターのみが自ら事業を実施する場合を除く。）とともに、外部有識者からなる審査会を開催し、審査を行った上で、助成対象者を決定する。
（２）助成対象の支援方法
本基金による資金支援の効果を高めるために、センターが経営支援やビジネスマッチング等の支援を合わせて行うものとする。
５　事後的に評価可能な事業成果にかかる目標
（１）ファンド事業の実施期間(10年間)終了後の成果目標については、次の指標とする。
ア 支援事業(プロジェクト)件数
300件（のべ件数） 

イ 支援事業(プロジェクト)の参加企業数 

520社（のべ社数） 

ウ 支援事業のうち創業した企業数 

５社（のべ社数） 

エ 支援事業のうち中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画の承認を得た数 

130社（のべ社数） 

オ 支援事業のうち企業の付加価値の伸びが15%を超える企業の割合
78社（のべ社数） 

カ 事業年度ごとに当該事業年度の支援完了事業者にモニタリングを実施し、こうち産業振興基金事業に対する肯定的評価割合が80％以上となること。
（２）上記の成果目標の達成状況については、センターに設置する「こうち産業振興基金評価委員会」において、毎年度評価を受けるものとする。
【ビジョンから抜粋】 


本県に地域の強みのある固有の技術、豊かな地域資源


○ 一次産業の機械化と連動した技術力のある地場製造業の技術


○ 豊かな農林水産物など地域資源を利用した技術や製品


（ユズ加工品や水産加工品、海洋深層水などを活用した製品） 


○ 伝統的な技術からスタートして高度化・産業化した技術


（猟銃から発展したハンドル製造技術や和紙から発展した特殊紙技術など） 


○ 産学官が連携し、事業化に向け研究開発している技術（FEL技術や三次元転写）





【産業振興計画から抜粋】


本県の改革のための重点取り組み


　○県民との協働による「地産池消」の促進


　○機械系ものづくり企業の外商活動の支援


○消費地が求める商品づくりの一層の推進


○「信用の見える化」に向けた中核的な人材の育成とネットワーク化の推進


○加工業者間連携による大規模加工の仕組みづくり


○県内の多様な技術力の見える化と商談機会の一層の拡大


　○県内に需要のある機会や設備を県内事業者同士で開発・製造する取り組みを推進


　○地場企業の競争力を維持するための設備投資の促進支援


　○林業の県内（既存）加工事業体の生産力の維持・強化


　○地産外商のさらなる推進による大消費地での評価、向上・シェア拡大


○水産加工の裾野の広がりと新たな事業化


　○新たな産業の創出・振興・育成


　○産業人材の育成・人材育成の充実











